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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第44期中に普通株式１株を２株に分割しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 87,690 96,657 108,455 177,507 197,768 

経常利益 (百万円) 6,462 6,113 7,029 12,560 12,964 

中間（当期）純利益 (百万円) 3,788 3,488 3,671 7,319 7,492 

純資産額 (百万円) 39,836 45,508 51,373 42,745 48,857 

総資産額 (百万円) 66,143 74,452 83,406 69,531 79,251 

１株当たり純資産額 （円） 1,261.43 720.52 815.14 1,350.94 773.55 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 119.97 55.23 58.19 229.18 118.62 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 60.2 61.1 61.6 61.5 61.6 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) 2,983 3,843 4,039 5,971 9,313 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △2,115 △2,594 △2,412 △5,115 △5,791 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △830 △638 △1,089 △1,492 △1,369 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) 10,165 10,102 12,205 9,491 11,644 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

1,649 

(1,145) 

2,056 

(1,384) 

2,172 

(1,543) 

1,756 

(1,216) 

1,964 

(1,443) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．売上高には、「その他営業収入」を含めております。 

３．第44期中に普通株式１株を２株に分割しております。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 87,057 95,983 107,596 176,152 196,296 

経常利益 (百万円) 6,447 6,128 6,979 12,495 12,909 

中間（当期）純利益 (百万円) 3,780 3,504 3,643 7,282 7,460 

資本金 (百万円) 3,931 3,931 3,931 3,931 3,931 

発行済株式総数 (千株) 33,582 67,165 67,165 33,582 67,165 

純資産額 (百万円) 40,136 45,794 51,584 43,015 49,096 

総資産額 (百万円) 66,190 74,480 83,249 69,518 79,185 

１株当たり配当額 （円） 20.00 10.00 12.00 40.00 22.00 

自己資本比率 （％） 60.6 61.5 62.0 61.9 62.0 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

1,574 

(1,143) 

1,958 

(1,383) 

2,076 

(1,542) 

1,677 

(1,214) 

1,891 

(1,442) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

 尚、平成19年３月30日付で、全株式を取得し完全子会社化した株式会社アクトは、当社が平成19年７月１日付で吸

収合併を行っております。 

３【関係会社の状況】 

   上記のとおり、平成19年３月30日付で全株式を取得し完全子会社化した株式会社アクトは、当社が平成19年７月１

日付で吸収合併を行っております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

２．従業員数が当中間連結会計期間において、208名増加しておりますが、業務拡張に伴う定期採用等によるも

のであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

２．従業員数が当中間会計期間において、185名増加しておりますが、業務拡張に伴う定期採用等によるもので

あります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の名称 従業員数（人） 

医薬品等の販売 1,746 (1,489) 

不動産賃貸その他 1 (   －) 

全社（共通） 425 (   54) 

合計 2,172 (1,543) 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 2,076 (1,542) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

   当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高騰に伴う原材料などの価格上昇や金利動向など、景気に対す

る懸念材料は残るものの、好調な輸出や設備投資の増加などにより、企業業績も堅調に推移し、景気はゆるやかな

回復基調で推移いたしました。しかしながら個人消費においては、税金や年金問題など先行きの不安感などから、

引続き力強さにかける状況で推移いたしました。 

 ドラッグストア業界におきましては、競合他社による積極的な出店や価格競争など、依然として厳しい経営環境

が続いております。  

   このような状況のもと、当社グループは引続き積極的な出店及び改装などを行うとともに、規模拡大にともなう

人材の教育及び組織の強化などに取組みつつ、着実に事業の拡大を図ってまいりました。 

 新規出店におきましては、地域別に東北地区で２店舗、関東地区で８店舗、近畿地区で１店舗、中国地区で１店

舗、九州地区で３店舗の合計15店舗を新規開設し、子会社では調剤薬局１店舗を新規開設いたしました。また、フ

ランチャイズ店は１店舗の契約締結と１店舗の解約を行いました。 

 既存店につきましては、１店舗を閉店したほか、13店舗の改装を行い活性化を図りました。また直営ドラッグス

トアへの調剤併設は、３ヶ所増加し、併設店舗は合計42ヶ所となりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間末の店舗数は、直営店舗355店舗、子会社の調剤薬局15店舗、フランチャイズ

店舗119店舗となり、グループ全体で489店舗となりました。 

   連結売上高は、既存店が７月に雨天の影響などで前年割れしたものの、通期では計画に対してプラスで推移し、

新規出店の遅れを吸収し若干ながら計画を上回り前年同期比12.2％増の1,084億55百万円となりました。 

 連結売上総利益は、化粧品の粗利の改善及びポイント販促の効果などにより前年同期比14.1％増の251億９百万

円となりました。 

 連結販管費及び一般管理費費は、ポイント販促強化による販売費の増加及び人材確保に向けた採用費の増加の影

響はあったものの、新規出店の遅れなどにより、当初計画を若干下回り前年同期比13.7％増の182億18百万円とな

りました。 

 連結営業利益及び連結経常利益は、既存店が好調に推移したことに加え、売上総利益率の改善などもあり、それ

ぞれ増加し、連結営業利益は、前年同期比14.9％増の68億91百万円、連結経常利益は、前年同期比15.0％増の70億

29百万円となり、経常利益率は、前年同期比0.2ポイントの改善となりました。 

 特別損失につきましては、当中間連結会計期間よりポイント制度にともなうポイント費用引当金を計上すること

としたため、過年度発生したポイント残に対応する分として６億76百万円を計上いたしました。 

  以上の結果、連結中間純利益は、前年同期比5.3％増の36億71百万円となり、増収増益を確保しました。 

(2)キャッシュ・フロー 

   当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の取

得による支出等の要因により一部相殺されたものの、税金等調整前中間純利益が62億28百万円（前年同期比4.0％

増）となったこと等により、前年度末に比べ５億61百万円増加（4.8％増）し、当中間連結会計期間末には122億５

百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果得られた資金は40億39百万円（前年同期比5.1％増）となりました。これは主に売上債権が８億85

百万円及びたな卸資産が４億43百万円増加したものの、税金等調整前中間純利益を62億28百万円獲得したことを反

映したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動の結果使用した資金は24億12百万円（同7.0％減）となりました。これは主に有形固定資産の取得による

支出16億61百万円及び貸付けによる支出３億18百万円を反映したこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果使用した資金は10億89百万円（同70.7％増）となりました。これは主に配当金の支払額７億56百

万円及び自己株式の取得による支出３億32百万円を反映したこと等によるものであります。 



２【仕入及び販売実績】 

(1）商品仕入実績 

 （注）金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(2）地区別販売高 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．本部売上には、ボランタリー店売上が含まれております。 

３．フランチャイズ店売上は、加盟店舗への商品供給（卸売上高）であります。 

事業別 

当中間連結会計期間 
（自平成19年４月１日 
至平成19年９月30日） 

金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

医薬品等の販売       

医薬品 20,192 24.1 105.9 

消耗雑貨 14,296 17.0 114.4 

化粧品 29,905 35.7 106.3 

ベビー用品 2,986 3.6 112.9 

その他 16,423 19.6 118.3 

小計 83,803 100.0 109.9 

不動産賃貸その他 0 0.0 89.9 

合計 83,803 100.0 109.9 

地区別 

当中間連結会計期間 
（自平成19年４月１日 
至平成19年９月30日） 

金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

医薬品等の販売       

東北地区（11店舗） 2,116 1.9 212.9 

関東地区（281店舗） 70,595 65.1 107.0 

東海地区（25店舗） 5,607 5.2 118.8 

近畿地区（11店舗） 2,406 2.2 322.7 

中国地区（5店舗） 650 0.6 176.3 

九州地区（37店舗） 8,281 7.6 117.5 

本部 121 0.1 96.7 

フランチャイズ店（119店舗） 17,085 15.8 111.4 

小計（489店舗） 106,865 98.5 112.1 

不動産賃貸その他 1,589 1.5 121.2 

合計 108,455 100.0 112.2 



(3）商品別売上高 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 平成19年５月15日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社アクトを吸収合併することを決議

し、同日に同社との間で合併契約を締結いたしました。この契約に基づき平成19年７月１日付で吸収合併を完了して

おります。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業別 

当中間連結会計期間 
（自平成19年４月１日 
至平成19年９月30日） 前年同期比（％） 

金額（百万円） 構成比（％） 

医薬品等の販売       

医薬品 29,647 27.3 110.2 

消耗雑貨 17,021 15.7 114.3 

化粧品 37,251 34.3 109.4 

ベビー用品 3,335 3.1 113.4 

その他 19,608 18.1 118.5 

小計 106,865 98.5 112.1 

不動産賃貸その他 1,589 1.5 121.2 

合計 108,455 100.0 112.2 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において完成した主要な設備は、次のとおりであります。 

（１）提出会社 

（注）１．上記金額には、消費税等を含めておりません。 

２．従業員数欄の（ ）は、臨時従業員数を外書しております。 

（２）国内子会社 

㈱サンドラッグファーマシーズ 

（注）１．上記金額には、消費税等を含めておりません。 

２．従業員数欄の（ ）は、臨時従業員数を外書しております。 

  平成19年９月30日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業の名称
設備の 
内容 

帳簿価額（百万円） 

開店月 
従業 
員数 
（人） 建物及び 

構築物 
器具備品 

土地 
（面積㎡）

合計 

青山店 

 （岩手県盛岡市） 

 他東北地区１店舗 

医薬品等

の販売 
店舗 135 49  － 184 

平成19年

５月 

7 

（10） 

塩山店 

 （山梨県甲州市） 

 他関東地区７店舗 

医薬品等

の販売 
店舗 585 181 

239 

(8,222.0) 
1,006 

平成19年

４月 

40 

（46） 

武庫之荘店 

（兵庫県尼崎市） 

医薬品等

の販売 
店舗 38 20  － 58 

平成19年

４月 

 5 

（4） 

下関長府店 

（山口県下関市） 

医薬品等

の販売 
店舗 45 25 － 71 

平成19年

６月 

4 

（5） 

富の原店 

 （長崎県大村市） 

 他九州地区２店舗 

医薬品等

の販売 
店舗 75 46  － 120 

平成19年

４月 

10 

（12） 

  平成19年９月30日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業の名称 
設備の 
内容 

帳簿価額（百万円） 

開店月 
従業 
員数 
（人） 建物及び 

構築物 
器具備品 

土地 
（面積㎡）

合計 

ひまわり薬局 

 （大阪府高槻市） 
薬局 店舗 7 0 － 7 

平成19年

９月 

2 

（－） 



２【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資につきましては、引き続き積極的な新規出店と既存店舗の活性化を図ってまいります。 

 なお、当中間連結会計期間末において新たに確定した重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

 （注）上記金額には、消費税等を含めておりません。 

(2）重要な改修 

 （注）上記金額には、消費税等を含めておりません。 

会社名 
事業所名 

所在地 事業の名称 
設備の内
容 

投資予定金額 

資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
完成後
の増加
面積 
（㎡） 

総額 
(百万円)

既支払
額 
(百万円)

着手 完了 

当社 

久留米西店 

福岡県 

久留米市 

医薬品等

の販売 
店舗 57 9 自己資金 

平成19年

９月 

平成19年

10月 
653.25 

当社 

あしかがハ

ーヴェスト

プレース店 

栃木県 

足利市 

医薬品等

の販売 
店舗 102 16 自己資金 

平成19年

９月 

平成19年

10月 
839.65 

当社 

明石南店 

兵庫県 

明石市 

医薬品等

の販売 
店舗 72 7 自己資金 

平成19年

10月 

平成19年

11月 
654.94 

当社 

中間中央店 

福岡県 

中間市 

医薬品等

の販売 
店舗 108 20 自己資金 

平成19年

10月 

平成19年

11月 
837.53 

当社 

後藤寺店 

福岡県 

田川郡 

医薬品等

の販売 
店舗 50 － 自己資金 

平成19年

11月 

平成19年

12月 
629.42 

会社名 
事業所名 

所在地 事業の名称 
設備の内
容 

投資予定金額 

資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
完成後
の増加
面積 
（㎡） 

総額 
(百万円)

既支払
額 
(百万円)

着手 完了 

当社 

一宮店 

山梨県 

 笛吹市 

医薬品等

の販売 
改装 16 － 自己資金 

平成19年

10月 

平成19年

10月 
－ 

当社 

プラム竹の

塚店 

東京都 

 足立区 

医薬品等

の販売 
改装 15 － 自己資金 

平成19年

11月 

平成19年

11月 
－ 

当社 

辻堂元町店 

神奈川県 

 藤沢市 

医薬品等

の販売 
改装 14 － 自己資金 

平成19年

11月 

平成19年

11月 
－ 

当社 

昭島松原町

店 

東京都 

 昭島市 

医薬品等

の販売 
改装 23 － 自己資金 

平成19年

12月 

平成19年

12月 
－ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 268,000,000 

計 268,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 67,165,592 67,165,592 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 67,165,592 67,165,592 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成19年４月１日～ 

 平成19年９月30日 
 － 67,165,592 － 3,931  － 7,409 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記大株主の所有株式数には、信託業務に係る株式を以下のとおり含んでおります。 

２．オービス・インベストメント・マネジメント・（ビー・ヴィー・アイ）リミテッドから、平成19年11月９日

付（報告義務発生日 平成19年10月30日）で大量保有報告書（変更報告書）の写しの提出があり、以下の株

式を保有している旨報告を受けておりますが、当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができ

ませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

株式会社イリュウ商事 東京都世田谷区経堂４－５－10 26,688 39.74 

ステート ストリート バン

ク アンド トラストカンパ

ニー505025（常任代理人㈱み

ずほコーポレート銀行） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 

U.S.A 

 （東京都中央区日本橋兜町６－７） 

6,389 9.51 

エイチエスビーシー バンク 

ビーエルシー クライアンツ 

ノンタックス トリーティ

(常任代理人香港上海銀行東

京支店) 

 8 CANADA SQUARE,LONDON E14 5HQ 

(東京都中央区日本橋３－１１－１) 
    3,607   5.37 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－１１ 2,358 3.51 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２－１１－３ 2,288 3.41 

多田 直樹 東京都世田谷区 1,628 2.42 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４) 
東京都中央区晴海１－８－１１ 1,175 1.75 

多田 高志 東京都世田谷区 1,100 1.64 

日興シティ信託銀行株式会社

(投信口) 

東京都品川区東品川２－３－１４

        シティグループセンター 
628 0.94 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(B口管理信託) 
東京都港区浜松町２－１１－３ 608 0.91 

計 － 46,472 69.19 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 2,358千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 2,288千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４) 1,175千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(B口管理信託) 608千株

氏名又は名称 住  所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％） 

オービス・インベストメント・

マネジメント・(ビー・ヴィ

ー・アイ）・リミテッド 

34 Bermudiana Rord,Hamilton HM11 

Bermuda 
6,385 9.51 

オービス・インベストメント・

マネジメント・リミテッド 

34 Bermudiana Rord,Hamilton HM11 

Bermuda 
4,689 6.98 

計 － 11,074 16.49 



３．キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニーから、平成19年１月22日（報告義務発生日 平成19年１

月15日）で大量保有報告書（変更報告書）の写しの提出があり、以下の株式を保有している旨報告を受けて

おりますが、当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状

況」には含めておりません。   

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。 

４．ＪＰモルガン信託銀行株式会社から、平成19年10月４日（報告義務発生日 平成19年９月28日）で大量保有

報告書（変更報告書）の写しの提出があり、以下の株式を保有している旨報告を受けておりますが、当中間

会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりま

せん。 

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。 

５．上記のほか、自己株式が4,141千株あります。 

氏名又は名称 住  所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％） 

キャピタル・ガーディアン・ト

ラスト・カンパニー   

11100 Santa Monica Boulevard,15th 

Fl.,Los Angeles,CA 90071,U.S.A  
735 1.09 

キャピタル・インターナショナ

ル・リミテッド 

25 Bedford Street,London,England  

WC2E 9HN 
3,828 5.70 

キャピタル・インターナショナ

ル・インク 

11100 Santa Monica Boulevard,15th 

Fl.,Los Angeles,CA 90025,U.S.A  
1,372 2.04 

キャピタル・インターナショナ

ル・エス・エイ 

3 Place des Bergues, 1201 Geneva,  

Switzerland 
677 1.01 

計 － 6,613 9.85 

氏名又は名称 住  所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％） 

ＪＰモルガン信託銀行株式会社 
東京都千代田区丸の内２－７－３ 東

京ビルディング 
4,407 6.56 

ＪＰモルガン・アセット・マネ

ジメント株式会社 

東京都千代田区丸の内２－７－３ 東

京ビルディング 
70 0.10 

計 － 4,477 6.67 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注)１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

  ２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式数が106,800株が含まれてお

ります。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1,068個が含まれて

おりません。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在 

区  分 株式数（株） 議決権の数（個） 内  容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    4,141,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    63,018,700 629,119 － 

単元未満株式 普通株式      5,592 －  － 

発行済株式総数 67,165,592 － － 

総株主の議決権 － 629,119 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社サンドラッグ 
東京都府中市若松町

一丁目38番地の１ 
4,141,300 － 4,141,300 6.17 

計 － 4,141,300 － 4,141,300 6.17 

月別 平成19年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 2,620 2,605 2,705 2,775 2,905 2,640 

最低（円） 2,355 2,365 2,360 2,430 2,375 2,365 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1） 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2） 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

て、新日本監査法人並びに新橋監査法人により中間監査を受けております。 

また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９

月30日まで）及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸

表については、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり異動しております。 

 前中間連結会計期間及び前中間会計期間  新日本監査法人並びに新橋監査法人 

 当中間連結会計期間及び当中間会計期間  新日本監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   10,102   12,205 11,644   

２．売掛金   5,685   6,961 6,377   

３．たな卸資産   19,163   20,679 19,912   

４．未収入金   5,145   6,203 5,500   

５．その他   1,512   2,491 1,684   

貸倒引当金   △8   △9 △8   

流動資産合計     41,600 55.9 48,532 58.2   45,111 56.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物 ※２ 8,229   9,049 8,497   

(2) 土地 ※２ 2,520   2,714 2,724   

(3）その他   3,083   3,115 3,039   

有形固定資産合計   13,833   14,879 14,262   

２．無形固定資産   3,771   4,029 3,839   

３．投資その他の資産           

(1）保証金   9,534   10,423 9,946   

(2）その他   5,773   5,543 6,093   

貸倒引当金   △60   △2 △2   

投資その他の資産合
計 

  15,247   15,964 16,037   

固定資産合計     32,852 44.1 34,873 41.8   34,139 43.1

資産合計     74,452 100.0 83,406 100.0   79,251 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   20,418   22,582 21,798   

２．短期借入金 ※２ 100   － －   

３．役員賞与引当金    45   50 75   

４．ポイント費用引当
金  

  －   758 －   

５．その他 ※３ 6,888   6,804 6,773   

流動負債合計     27,452 36.9 30,195 36.2   28,647 36.2

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   178   210 194   

２．役員退職慰労引当
金 

  150   160 155   

３．再評価に係る繰延
税金負債 

  25   25 25   

４．その他   1,138   1,440 1,370   

固定負債合計     1,492 2.0 1,837 2.2   1,745 2.2

負債合計     28,944 38.9 32,032 38.4   30,393 38.4

            

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     3,931 5.3   3,931 4.7   3,931 5.0 

２．資本剰余金     7,409 9.9   7,409 8.9   7,409 9.3 

３．利益剰余金     40,651 54.6   46,847 56.1   43,933 55.4 

４．自己株式     △3,267 △4.4   △3,600 △4.3   △3,267 △4.1 

株主資本合計     48,724 65.4   54,587 65.4   52,006 65.6 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価
差額金 

    140 0.2   51 0.1   117 0.1 

２．土地再評価差額金     △3,356 △4.5   △3,266 △3.9   △3,266 △4.1 

評価・換算差額等合計     △3,215 △4.3   △3,214 △3.8   △3,148 △4.0 

純資産合計     45,508 61.1   51,373 61.6   48,857 61.6 

負債・純資産合計     74,452 100.0   83,406 100.0   79,251 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     96,657 100.0 108,455 100.0   197,768 100.0 

Ⅱ 売上原価     74,642 77.2 83,345 76.8   152,227 77.0

売上総利益     22,014 22.8 25,109 23.2   45,541 23.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   16,019 16.6 18,218 16.8   32,791 16.6

営業利益     5,995 6.2 6,891 6.4   12,750 6.4

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   25   43 58   

２．新店コーナー協力
金 

  95   86 167   

３．その他   30 152 0.1 52 182 0.2 61 288 0.1

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   0   0 0   

２．商品廃棄損   27   42 66   

３．株式分割費用   6   － 6   

４．その他   － 33 0.0 1 44 0.1 － 73 0.0

経常利益     6,113 6.3 7,029 6.5   12,964 6.5

Ⅵ 特別利益           

１．違約金収入   0   － 0   

２．営業補償金   －   31 －   

３．貸倒引当金戻入額   1 2 0.0 － 31 0.0 1 2 0.0

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※２ 117   35 134   

２．賃貸借契約解約損    10   14 27   

３．過年度ポイント費
用引当金繰入額 

  －   676 －   

４．抱合せ株式消滅差
損 

  －   100 －   

５．その他   － 128 0.1 4 832 0.8 27 189 0.1

税金等調整前中間
(当期)純利益 

    5,987 6.2 6,228 5.7   12,777 6.4

法人税、住民税及
び事業税 

  2,536   2,919 5,323   

法人税等調整額   △37 2,499 2.6 △362 2,556 2.3 △38 5,285 2.6

中間（当期）純利
益 

    3,488 3.6 3,671 3.4   7,492 3.8

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 （百万円） 3,931 7,409 37,876 △3,267 45,949 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     △631   △631 

利益処分による役員賞与（注）     △82   △82 

中間純利益      3,488   3,488 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 2,774 △0 2,774 

平成18年９月30日 残高 (百万円） 3,931 7,409 40,651 △3,267 48,724 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 （百万円） 151 △3,356 △3,204 42,745 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注）       △631 

利益処分による役員賞与（注）       △82 

中間純利益       3,488 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

△11 － △11 △11 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△11 － △11 2,762 

平成18年９月30日 残高 (百万円） 140 △3,356 △3,215 45,508 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 3,931 7,409 43,933 △3,267 52,006 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △757   △757 

中間純利益      3,671   3,671 

自己株式の取得       △332 △332 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 2,913 △332 2,581 

平成19年９月30日 残高 （百万円） 3,931 7,409 46,847 △3,600 54,587 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 117 △3,266 △3,148 48,857 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △757 

中間純利益       3,671 

自己株式の取得       △332 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

△65 － △65 △65 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△65 － △65 2,515 

平成19年９月30日 残高 （百万円） 51 △3,266 △3,214 51,373 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 （百万円） 3,931 7,409 37,876 △3,267 45,949 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △631   △631 

剰余金の配当     △631   △631 

利益処分による役員賞与（注）     △82   △82 

当期純利益      7,492   7,492 

自己株式の取得       △0 △0 

土地再評価差額金の取崩し     △89   △89 

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 6,057 △0 6,057 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 3,931 7,409 43,933 △3,267 52,006 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 （百万円） 151 △3,356 △3,204 42,745 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △631 

剰余金の配当       △631 

利益処分による役員賞与（注）       △82 

当期純利益       7,492 

自己株式の取得       △0 

土地再評価差額金の取崩し       △89 

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

△33 89 55 55 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△33 89 55 6,112 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 117 △3,266 △3,148 48,857 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税金等調整前中間
(当期)純利益 

  5,987 6,228 12,777 

減価償却費   926 1,028 1,979 

抱合せ株式消滅差損   － 100 － 

退職給付引当金増加
額 

  15 16 31 

役員退職慰労引当金
増加額 

  4 5 9 

貸倒引当金増加額
（△減少額） 

  △3 0 0 

役員賞与引当金増加
額（△減少額） 

  45 △25 75 

ポイント費用引当金
増加額 

  － 758 － 

受取利息及び配当金   △28 △45 △61 

支払利息   0 0 0 

固定資産除却損   106 35 121 

役員賞与の支払額   △82 － △82 

売上債権の増加額   △405 △885 △1,097 

たな卸資産の増加額   △1,599 △443 △2,347 

未収入金の増加額   △399 △682 △755 

仕入債務の増加額   1,641 783 3,021 

未払費用の増加額   187 134 186 

長期預り金の増加額   94 75 326 

未払消費税等の増加
額（△減少額） 

  △46 42 7 

その他営業活動によ
る増減額 

  183 △403 518 

小計   6,631 6,723 14,712 

利息及び配当金の受
取額 

  5 16 11 

利息の支払額   △0 － △0 

法人税等の支払額   △2,793 △2,701 △5,409 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  3,843 4,039 9,313 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

有形固定資産の取得
による支出 

  △1,612 △1,661 △3,279 

有形固定資産の売却
による収入 

  11 － 65 

無形固定資産の取得
による支出 

  △110 △62 △341 

非連結子会社株式の
取得による支出 

  － － △120 

貸付けによる支出   △382 △318 △1,319 

貸付金の回収による
収入 

  6 47 14 

保証金の預入れによ
る支出 

  △182 △2 △592 

保証金の返還による
収入 

  54 98 105 

営業の譲受けによる
支出  

  － △156 － 

その他投資活動によ
る増減額 

  △380 △356 △324 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,594 △2,412 △5,791 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

長期借入金の返済よ
る支出 

  － － △100 

配当金の支払額   △631 △756 △1,263 

自己株式の取得によ
る支出 

  △0 △332 △0 

株式分割に伴う新株
発行費用の支出  

  △6 － △6 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △638 △1,089 △1,369 

Ⅳ 現金及び現金同等物増
加額 

  610 537 2,152 

Ⅴ 現金及び現金同等物期
首残高 

  9,491 11,644 9,491 

Ⅵ 合併に伴う現金及び現
金同等物増加額 

  － 23 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物中
間期末(期末)残高 

  10,102 12,205 11,644 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (１)連結子会社数 ２社 

連結子会社は、㈱サンドラッ

グファーマシーズ、㈱コミネ

であります。 

(１)  ――――――― 

  

(１)  ――――――― 

  

  (２)  ―――――――  

  

 (２)  ――――――― 

  

 (２)非連結子会社の名称等 

   非連結子会社 

    ㈱アクト 

  （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため

であります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同    左 (１)持分法適用の非連結子会社及び

関連会社数  －社 

(２)持分法を適用していない非連結

子会社（㈱アクト）は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間期の末日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同    左 連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 

子会社株式 

――――――― 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平

均法により算定）を採用し

ております。 

イ．有価証券 

子会社株式 

――――――― 

  

その他有価証券 

時価のあるもの  

同    左 

イ．有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

同    左 

時価のないもの 

同    左 

  ロ．たな卸資産 

(イ）商品 

売価還元平均原価法を採用

しております。 

ロ．たな卸資産 

(イ）商品 

同    左 

ロ．たな卸資産 

(イ）商品 

同    左 

  (ロ）貯蔵品 

最終仕入原価法を採用して

おります。 

(ロ）貯蔵品 

同    左 

(ロ）貯蔵品 

同    左 

 



項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

イ．有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

イ．有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

  建物及び構築物 15～50年 建物及び構築物 ３～50年 建物及び構築物 15～50年

    （会計方針の変更） 

当社及び連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、当中間連

結会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。 

これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利

益は18百万円減少しておりま

す。 

（追加情報） 

当社及び連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に

達した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。 

これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利

益は４百万円減少しておりま

す。 

  

  ロ．無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内にお

ける見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。 

ロ．無形固定資産 

同    左 

ロ．無形固定資産 

同    左 

  ハ．長期前払費用 

均等償却をしております。 

ハ．長期前払費用 

同    左 

ハ．長期前払費用 

同    左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

中間期末債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討して回収不能見込額

を計上しております。 

イ．貸倒引当金 

同    左 

イ．貸倒引当金 

期末債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検

討して回収不能見込額を計上

しております。 

 



項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ロ．役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当

連結会計年度における支給見

込額の当中間連結会計期間負

担額を計上しております。  

 （会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ45百万円減少して

おります。 

ロ．役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度における

支給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上しておりま

す。  

  

  

ロ．役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る支給見込額に基づき計上し

ております。 

  

 （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ75百万円減少して

おります。 

  ハ．  ――――――― 

  

  

ハ．ポイント費用引当金 

ポイントカードにより顧客に

付与されたポイントの利用に

備えるため、当中間連結会計

期間末において将来利用され

ると見込まれる額を計上して

おります。  

  

ハ．  ――――――― 

  

  

  ニ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末に発生している

と認められる額を計上してお

ります。また数理計算上の差

異は、各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理してお

ります。 

ニ．退職給付引当金 

同   左 

ニ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。また、数理計算上の

差異は、各連結会計年度の発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理し

ております。 

  ホ．役員退職慰労引当金 

親会社は、役員に対する退職

慰労金の支払に備えるため、

内規に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

ホ．役員退職慰労引当金 

同    左 

ホ．役員退職慰労引当金 

親会社は、役員に対する退職

慰労金の支払に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同    左 同    左 

(5) その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式

を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同    左 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっており、控除対象外消費税等

は、当連結会計年度の費用として

処理しております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同    左  同    左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は45,508百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。   

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は48,857百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 

――――――― （ポイント費用引当金） 

 当社のポイントカード制度は、販売

額に応じてポイントを付与し、一定の

ポイントに達した時点で値引処理して

おり、従来は顧客がポイントを使用し

た時点で費用計上しておりましたが、

過去のポイントの使用状況について将

来使用されると見込まれる金額の合理

的な見積りが可能となったことによ

り、当中間連結会計期間末の残高のう

ち将来使用されると見込まれる金額を

ポイント費用引当金として計上する方

法に変更しております。 

 この変更に伴い、ポイント費用引当

金繰入額のうち当中間連結会計期間に

発生したポイント残高に対応する金額

については販売費及び一般管理費に、

前連結会計年度以前に発生したポイン

ト残高に対応する金額については過年

度ポイント費用引当金繰入額として特

別損失に計上しております。 

 これにより従来の方法と比較して、

販売費及び一般管理費は82百万円増加

し、営業利益及び経常利益も同額減少

しております。さらに特別損失は676

百万円増加し、税金等調整前中間純利

益は758百万円減少しております。 

――――――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 

有形固定資産     8,825百万円 有形固定資産    10,550百万円 有形固定資産     9,726百万円

※２．担保に供している資産 ※２．     ――――― ※２．     ――――― 

建物   13百万円

土地    17百万円

計    31百万円

   

同上に対する債務の額     

短期借入金    100百万円

計    100百万円

   

※３．消費税等の会計処理 

消費税等は仮払消費税等と仮受消費税

等を相殺して流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

※３．   同    左 ※３．消費税等の会計処理 

未払消費税等は、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

     

４．親会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行２行と当座

貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

４．親会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行２行と当座

貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

４．親会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行２行と当座

貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越極度額    600百万円

借入実行残高 －百万円

差引額    600百万円

当座貸越極度額       600百万円

借入実行残高  －百万円

差引額       600百万円

当座貸越極度額   600百万円

借入実行残高 －百万円

差引額    600百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要項目 ※１．販売費及び一般管理費の主要項目 ※１．販売費及び一般管理費の主要項目 

給与手当     5,711百万円

賃借料     4,232百万円

役員賞与引当金繰

入額 
 45百万円

退職給付費用   63百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
 4百万円

販売促進費     1,184百万円

給与手当 6,290百万円

賃借料     4,771百万円

役員賞与引当金繰

入額 
   50百万円

退職給付費用     69百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
  5百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円

給与手当    11,439百万円

賃借料     8,823百万円

役員賞与引当金繰

入額 
     75百万円

退職給付費用    127百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
9百万円

※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物   72百万円

器具備品 

 （有形固定資産その他） 

  34百万円

撤去費用 10百万円

計   117百万円

建物及び構築物     10百万円

器具備品 

 （有形固定資産その他） 

    25百万円

計      35百万円

建物及び構築物    84百万円

有形固定資産「その他」    36百万円

撤去費用  12百万円

計   134百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）1.普通株式の発行済株式総数の増加33,582千株は、株式分割による増加であります。 

   2.普通株式の自己株式の株式数の増加2,002千株は、株式分割及び単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式（注）1 33,582 33,582 － 67,165 

合計 33,582 33,582 － 67,165 

自己株式        

普通株式（注）2 2,002 2,002 － 4,005 

合計 2,002 2,002 － 4,005 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月24日 

定時株主総会 
普通株式 631 20  平成18年３月31日  平成18年６月26日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月15日 

取締役会 
普通株式 631 利益剰余金 10  平成18年９月30日  平成18年12月15日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加136千株は、㈱アクトの吸収合併に反対する株主の株式買取り請求（136千

株）及び単元未満株式の買取り（0千株）による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 67,165 － － 67,165 

合計 67,165 － － 67,165 

自己株式        

普通株式（注） 4,005 136 － 4,141 

合計 4,005 136 － 4,141 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 757  12   平成19年３月31日  平成19年６月25日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月15日 

取締役会 
普通株式 756  利益剰余金 12   平成19年９月30日  平成19年12月17日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）1.普通株式の発行済株式総数の増加33,582千株は、株式分割による増加であります。 

   2.普通株式の自己株式の株式数の増加2,002千株は、株式分割（2,002千株）及び単元未満株式の買取り（0千株）

による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式（注）1 33,582 33,582 － 67,165 

合計 33,582 33,582 － 67,165 

自己株式        

普通株式（注）2 2,002 2,002 － 4,005 

合計 2,002 2,002 － 4,005 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月24日 

定時株主総会 
普通株式 631  20   平成18年３月31日  平成18年６月26日

平成18年11月15日 

取締役会  
普通株式 631  10   平成18年９月30日  平成18年12月15日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月23日 

取締役会 
普通株式 757  利益剰余金 12   平成19年３月31日  平成19年６月25日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

(平成18年９月30日現在) (平成19年９月30日現在) (平成19年3月31日現在) 

現金及び預金勘定    10,102百万円

現金及び現金同等物     10,102百万円

現金及び預金勘定     12,205百万円

現金及び現金同等物     12,205百万円

現金及び預金勘定    11,644百万円

現金及び現金同等物     11,644百万円

２．      ――――― ２．合併により増加した資産及び負債の主な

内容 

当中間連結会計期間に合併した株式会社

アクトより引継いだ資産及び負債の内訳

は次のとおりであります。 

流動資産 

固定資産 

    801百万円

443百万円

資産合計     1,245百万円

流動負債     1,197百万円

負債合計     1,197百万円

２．      ――――― 

３．      ――――― ３．当中間連結会計期間に営業の譲受により

増加した資産及び負債の主な内訳 

株式会社スズキより譲り受けた資産及び

負債の主な内訳は次のとおりでありま

す。 

  

流動資産 

固定資産 

のれん 

18百万円

27百万円

110百万円

 合計 156百万円

流動負債 －百万円

 合計 －百万円

３．      ――――― 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

器具備
品 
(有形
固定資
産その
他) 

576 310 266 

ソフト
ウェア 
(無形
固定資
産その
他) 

34 26 8 

合計 611 336 274 

  
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

器具備
品 
(有形
固定資
産その
他) 

1,185 427 757

ソフト
ウェア 
(無形
固定資
産) 
  

53 9 43

合計 1,239 437 801

取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

器具備
品 
(有形
固定資
産その
他) 

609 319 290

ソフト
ウェア
(無形
固定資
産) 
  

53 4 49

合計 663 323 339

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内    106百万円

１年超    180百万円

合計    287百万円

１年内 177百万円

１年超       643百万円

合計       821百万円

１年内      128百万円

１年超       226百万円

合計       355百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料   59百万円

減価償却費相当額   57百万円

支払利息相当額  2百万円

支払リース料     98百万円

減価償却費相当額     93百万円

支払利息相当額   7百万円

支払リース料       118百万円

減価償却費相当額       116百万円

支払利息相当額   5百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については利息法によ

っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同    左 

(5）利息相当額の算定方法 

同    左 

２．オペレーティング・リース取引 

(1）借主側 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

(1）借主側 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

(1）借主側 

未経過リース料 

１年内    319百万円 

１年超      1,801百万円 

合 計      2,121百万円 

１年内       338百万円 

１年超      774百万円 

合 計     1,112百万円 

１年内       605百万円 

１年超      3,820百万円 

合 計      4,426百万円 

(2）貸主側 

未経過リース料 

(2）        ――――――― 

  

(2）貸主側 

未経過リース料 

１年内   27百万円 

１年超   60百万円 

合 計    88百万円 

  １年内     25百万円 

１年超     47百万円 

合 計       73百万円 

（注）上記は、すべて転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料であります。

なお、当該転貸リース取引は、おおむ

ね同一の条件で第三者にリースしてお

りますので、ほぼ同額の残高が上記の

借主側の未経過リース料に含まれてお

ります。 

  （注）上記は、すべて転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料であります。

なお、当該転貸リース取引は、おおむ

ね同一の条件で第三者にリースしてお

りますので、ほぼ同額の残高が上記の

借主側の未経過リース料に含まれてお

ります。 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結（連結）貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

  前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

   当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在） 

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価 
(百万円) 

連結貸借
対照表計
上額 

(百万円) 

差額 
(百万円)

(1)株式 62 298 235 62 150 87 62 261 198 

(2)債券                   

①国債・地方債等 － － － － － － － － － 

②社債 － － － － － － － － － 

③その他 － － － － － － － － － 

(3)その他 － － － － － － － － － 

合計 62 298 235 62 150 87 62 261 198 

  

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在） 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

その他有価証券       

非上場株式 1 1 1 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、医薬

品・化粧品・日用雑貨等の販売事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益

の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 当社グループは前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自

平成19年４月１日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）に

おいて、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 当社グループは前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自

平成19年４月１日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）に

おいて、海外売上高がないため、該当事項はありません。 



（企業結合等関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── １．結合当事企業又は対象となった事

業の名称及びその事業の内容、企

業結合の法的形式、結合後企業の

名称並びに取引の目的を含む取引

の概要 

────── 

  (1）結合当事企業又は対象となった事

業の名称及びその事業の内容 

 

  ①結合企業  

株式会社サンドラッグ（当社） 

ドラッグストア事業 

②被結合企業 

株式会社アクト（非連結子会社）

ホームセンター事業 

  

  （2）企業結合の法的形式 

当社を存続会社、株式会社アクト

を消滅会社とする吸収合併。な

お、合併による新株式の発行及び

資本金の増加はありません。 

 

  （3）結合後企業の名称 

株式会社サンドラッグ 

 

  （4）取引の目的を含む取引の概要 

株式会社アクトの店舗は横浜市内

に位置し、ドラッグストア事業へ

の業態変換をおこなうことによ

り、ドミナント効果の向上が期待

でき、さらに業務の効率化を図る

ために、当社は平成19年７月１日

付けで株式会社アクトを吸収合併

いたしました。 

 

  ２．実施した会計処理の概要 

上記合併は、共通支配下の取引に

該当するものであり、株式会社ア

クトの純資産額と当社が所有する

子会社株式の帳簿価額との差額を

「抱合せ株式消滅差損」として

100百万円特別損失に計上してお

ります。 

 



（１株当たり情報） 

(注)１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額   720円52銭

１株当たり中間純利益

金額 
  55円23銭

１株当たり純資産額   815円14銭

１株当たり中間純利益

金額 
   58円19銭

１株当たり純資産額  773円55銭

１株当たり当期純利益

金額 
118円62銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

当社は、平成18年４月１日付けで普

通株式１株につき２株の割合をもっ

て株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情

報については、それぞれ以下のとお

りとなります。 

前中間連結会計

期間 
前連結会計年度 

１株当たり純資

産額 

   630円71銭 

１株当たり純資

産額 

   675円47銭 

１株当たり中間

純利益金額 

    59円98銭 

１株当たり当期

純利益金額 

    114円59銭 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益金額 

      ― 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額 

      ― 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

当社は、平成18年４月１日付けで普

通株式１株につき２株の割合で株式

分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会計年

度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額  675円47銭

１株当たり当期純利益

金額 
114円59銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
－ 

  
前中間連結会計期間 
(自平成18年４月１日 
至平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自平成19年４月１日 
至平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自平成18年４月１日 
至平成19年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 3,488 3,671 7,492 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
3,488 3,671 7,492 

期中平均株式数（株） 63,160,524 63,100,173 63,160,511 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ──────  ────── 合併の予定（吸収合併） 

当社は、平成19年３月30日付けで

株式会社アクト（以下「同社」とい

う。）の全株式を148百万円で取得

し、完全子会社といたしました。 

なお、平成19年５月15日開催の取締

役会において、当社が存続会社とな

って、同社を吸収合併することを決

議いたしました。 

同社は、神奈川県横浜市内におい

て、ホームセンター事業をおこなっ

ておりましたが、ドラッグストア事

業への業態変換をおこなう予定であ

ります。 

 (1)同社の概要 

①事業の内容 

ホームセンター事業ほか 

②直近の財務状況 

貸借対照表の要旨（平成19年３

月31日現在） 

 （単位：百万円） 

 (2)合併の概要 

当社を存続会社とする吸収合併

で、同社は解散します。 

①増加資本の額及び新株式の発行

割合 

当社は、同社の全株式を所有し

ているため、合併による新株の

発行及び資本金の増加は行わな

いものとします。 

②合併期日（予定） 

合併期日は平成19年７月１日を

予定しております。 

ただし、手続き進行上の必要性

その他の事由があるときは、両

社協議のうえで日程を変更する

ことがあります。  

科目 金額 

 資産 670 

 負債 499 

 純資産 170 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
第44期中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

第45期中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

第44期事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   9,964   12,067 11,538   

２．売掛金   5,507   6,722 6,138   

３．たな卸資産   19,077   20,546 19,803   

４．未収入金   5,147   6,205 5,517   

５．その他   1,508   2,473 1,668   

  貸倒引当金   △6   △8 △7   

流動資産合計     41,198 55.3 48,007 57.7   44,658 56.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物 ※２ 7,369   8,125 7,595   

(2) 土地 ※２ 2,438   2,642 2,642   

(3）その他   3,817   3,871 3,779   

有形固定資産合計   13,625   14,639 14,016   

２．無形固定資産   3,770   3,920 3,838   

３．投資その他の資産           

(1）保証金   9,493   10,357 9,900   

(2）その他   6,453   6,328 6,774   

貸倒引当金   △60   △3 △3   

投資その他の資産合
計 

  15,885   16,683 16,671   

固定資産合計     33,281 44.7 35,242 42.3   34,526 43.6

資産合計     74,480 100.0 83,249 100.0   79,185 100.0 

            

 



    
第44期中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

第45期中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

第44期事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   20,170   22,264 21,529   

２．短期借入金 ※２ 100   － －   

３．未払法人税等   2,612   2,993 2,805   

４．役員賞与引当金    45   50 75   

５．ポイント費用引当
金 

  －   758 －   

６．その他 ※３ 4,256   3,756 3,927   

流動負債合計     27,185 36.5 29,823 35.8   28,336 35.8

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   173   202 187   

２．役員退職慰労引当
金 

  150   160 155   

３．再評価に係る繰延
税金負債 

  25   25 25   

４．その他   1,151   1,453 1,383   

固定負債合計     1,500 2.0 1,841 2.2   1,752 2.2

負債合計     28,685 38.5 31,665 38.0   30,088 38.0

            

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     3,931 5.3   3,931 4.7   3,931 5.0 

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金   7,409     7,409     7,409    

資本剰余金合計     7,409 9.9   7,409 8.9   7,409 9.3 

３．利益剰余金                    

(1）利益準備金   256     256     256    

(2）その他利益剰余
金 

                   

   別途積立金   35,250     42,250     35,250    

繰越利益剰余金   5,433     4,553     8,667    

利益剰余金合計     40,939 55.0   47,059 56.5   44,173 55.8 

４．自己株式     △3,267 △4.4   △3,600 △4.3   △3,267 △4.1 

株主資本合計     49,011 65.8   54,799 65.8   52,246 66.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    139 0.2   50 0.1   116 0.1 

２．土地再評価差額金     △3,356 △4.5   △3,266 △3.9   △3,266 △4.1 

評価・換算差額等合
計 

    △3,216 △4.3   △3,215 △3.8   △3,149 △4.0 

純資産合計     45,794 61.5   51,584 62.0   49,096 62.0 

負債・純資産合計     74,480 100.0   83,249 100.0   79,185 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
第44期中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第45期中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第44期事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     94,651 100.0 105,983 100.0   193,470 100.0 

Ⅱ 売上原価     74,190 78.4 82,794 78.1   151,269 78.2

売上総利益     20,460 21.6 23,188 21.9   42,201 21.8

Ⅲ その他営業収入     1,332 1.4 1,612 1.5   2,825 1.5

営業総利益     21,793 23.0 24,801 23.4   45,027 23.3

Ⅳ 販売費及び一般管理
費 

※１   15,784 16.7 17,966 17.0   32,338 16.7

営業利益     6,008 6.3 6,834 6.4   12,689 6.6

Ⅴ 営業外収益 ※２   153 0.2 187 0.2   291 0.1

Ⅵ 営業外費用 ※３   32 0.0 43 0.0   71 0.0

経常利益     6,128 6.5 6,979 6.6   12,909 6.7

Ⅶ 特別利益     2 0.0 31 0.0   2 0.0

 Ⅷ 特別損失     128 0.2 831 0.8   189 0.1

税引前中間(当期)
純利益 

    6,002 6.3 6,179 5.8   12,722 6.6

法人税、住民税及
び事業税 

  2,535   2,894 5,299   

法人税等調整額   △37 2,497 2.6 △358 2,536 2.4 △37 5,261 2.7

中間（当期）純利
益 

    3,504 3.7 3,643 3.4   7,460 3.9

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

第44期中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）                                 

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

 （百万円） 
3,931 7,409 256 29,250 8,641 38,147 △3,267 46,220 

中間会計期間中の変動額                

別途積立金の積立て（注）       6,000 △6,000 －   － 

剰余金の配当（注）         △631 △631   △631 

利益処分による役員賞与(注)         △82 △82   △82 

中間純利益         3,504 3,504   3,504 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                

中間会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
－ － － 6,000 △3,208 2,791 △0 2,791 

平成18年９月30日 残高 

 （百万円） 
3,931 7,409 256 35,250 5,433 40,939 △3,267 49,011 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

 （百万円） 
150 △3,356 △3,205 43,015 

中間会計期間中の変動額        

別途積立金の積立て（注）       － 

剰余金の配当（注）       △631 

利益処分による役員賞与(注)       △82 

中間純利益       3,504 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△11 － △11 △11 

中間会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
△11 － △11 2,779 

平成18年９月30日 残高 

 （百万円） 
139 △3,356 △3,216 45,794 



第45期中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）                                 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日 残高 

 （百万円） 
3,931 7,409 256 35,250 8,667 44,173 △3,267 52,246 

中間会計期間中の変動額                

別途積立金の積立て       7,000 △7,000 －   － 

剰余金の配当         △757 △757   △757 

中間純利益         3,643 3,643   3,643 

自己株式の取得             △332 △332 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                

中間会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
－ － － 7,000 △4,114 2,885 △332 2,553 

平成19年９月30日 残高 

 （百万円） 
3,931 7,409 256 42,250 4,553 47,059 △3,600 54,799 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成19年３月31日 残高 

 （百万円） 
116 △3,266 △3,149 49,096 

中間会計期間中の変動額        

別途積立金の積立て       － 

剰余金の配当       △757 

中間純利益       3,643 

自己株式の取得       △332 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△66 － △66 △66 

中間会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
△66 － △66 2,487 

平成19年９月30日 残高 

 （百万円） 
50 △3,266 △3,215 51,584 



第44期事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

 （百万円） 
3,931 7,409 256 29,250 8,641 38,147 △3,267 46,220 

事業年度中の変動額                

別途積立金の積立て（注）       6,000 △6,000 －   － 

剰余金の配当（注）         △631 △631   △631 

剰余金の配当         △631 △631   △631 

利益処分による役員賞与(注)         △82 △82   △82 

当期純利益         7,460 7,460   7,460 

自己株式の取得             △0 △0 

土地再評価差額金の取崩し         △89 △89   △89 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
                

事業年度中の変動額合計 

 （百万円） 
－ － － 6,000 26 6,026 △0 6,025 

平成19年３月31日 残高 

 （百万円） 
3,931 7,409 256 35,250 8,667 44,173 △3,267 52,246 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

 （百万円） 
150 △3,356 △3,205 43,015 

事業年度中の変動額        

別途積立金の積立て（注）       － 

剰余金の配当（注）       △631 

剰余金の配当       △631 

利益処分による役員賞与(注)       △82 

当期純利益       7,460 

自己株式の取得       △0 

土地再評価差額金の取崩し       △89 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△33 89 55 55 

事業年度中の変動額合計 

 （百万円） 
△33 89 55 6,081 

平成19年３月31日 残高 

 （百万円） 
116 △3,266 △3,149 49,096 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
第44期中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第45期中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第44期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

(イ)子会社株式 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1）有価証券 

(イ)子会社株式 

同    左 

(1）有価証券 

(イ)子会社株式 

同    左 

  (ロ)その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

(ロ)その他有価証券 

時価のあるもの 

同    左 

(ロ)その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

同    左 

時価のないもの 

同    左 

  (2）たな卸資産 

(イ)商品 

売価還元平均原価法を採用

しております。 

(2）たな卸資産 

(イ)商品 

同    左 

(2）たな卸資産 

(イ)商品 

同    左 

  (ロ)貯蔵品 

最終仕入原価法を採用して

おります。 

(ロ)貯蔵品 

同    左 

(ロ)貯蔵品 

同    左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。

なお、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。

なお、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。

なお、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のと

おりであります。  

 

（有形固定資産その他） 

建物 15～50年 

器具備品 ５～８年 

（有形固定資産その他） 

建物 ３～50年 

器具備品 ２～20年 

建物 15～50年 

器具備品 ５～８年 

    （会計方針の変更）  

当社は、法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間より、平

成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しておりま

す。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は18

百万円減少しております。 

（追加情報）  

当社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に

取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得

価額の５％に達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計

上しております。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は４

百万円減少しております。 

  

 



項  目 
第44期中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第45期中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第44期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内にお

ける見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。 

(2）無形固定資産 

同    左 

(2）無形固定資産 

同    左 

  (3）長期前払費用 

均等償却をしております。 

(3）長期前払費用 

同    左 

(3）長期前払費用 

同    左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

中間期末債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討して回収不能見込額

を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同    左 

(1）貸倒引当金 

期末債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検

討して回収不能見込額を計上

しております。 

  (2) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額

の当中間会計期間負担額を計

上しております。  

 (会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」(企業

会計基準第4号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ45百万円減少しておりま

す。 

(2) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給

見込額の当中間会計期間負担

額を計上しております。  

  

  

 (2) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度末における支

給見込額に基づき計上してお

ります。  

 (会計方針の変更） 

 当事業年度より「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基

準第4号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、そ

れぞれ75百万円減少しておりま

す。 

  (3）  ――――――― 

  

(3）ポイント費用引当金 

ポイントカードにより顧客に

付与されたポイントの利用に

備えるため、当中間会計期間

末において将来利用されると

見込まれる額を計上しており

ます。   

(3）  ――――――― 

  

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末に発生していると認めら

れる額を計上しております。

また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額

法により按分した額を、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

同    左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。また、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。 

  (5）役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支

払に備えるため、内規に基づ

く中間会計期間期末要支給額

を計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同    左 

(5）役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支

払に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上してお

ります。 

 



項  目 
第44期中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第45期中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第44期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同    左 同    左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式

を採用しております。 

 消費税等の会計処理 

同    左 

 消費税等の会計処理 

同    左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

第44期中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第45期中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第44期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は45,794百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号平

成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は49,096百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

―――――――  （ポイント費用引当金） 

 当社のポイントカード制度は、販

売額に応じてポイントを付与し、一

定のポイントに達した時点で値引処

理しており、従来は顧客がポイント

を使用した時点で費用計上しており

ましたが、過去のポイントの使用状

況について将来使用されると見込ま

れる金額の合理的な見積りが可能と

なったことにより、当中間会計期間

末の残高のうち将来使用されると見

込まれる金額をポイント費用引当金

として計上する方法に変更しており

ます。 

 この変更に伴い、ポイント費用引

当金繰入額のうち当中間会計期間に

発生したポイント残高に対応する金

額については販売費及び一般管理費

に、前事業年度以前に発生したポイ

ント残高に対応する金額については

過年度ポイント費用引当金繰入額と

して特別損失に計上しております。 

 これにより従来の方法と比較し

て、販売費及び一般管理費は82百万

円増加し、営業利益及び経常利益も

同額減少しております。さらに特別

損失は676百万円増加し、税引前中間

純利益は758百万円減少しておりま

す。 

――――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

第44期中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

第45期中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

第44期事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 減価償却累計額 ※１ 減価償却累計額 ※１ 減価償却累計額 

有形固定資産      8,668百万円 有形固定資産      10,375百万円 有形固定資産       9,562百万円

※２ 担保に供している資産 ※２     ―――――― ※２     ―――――― 

建物   13百万円

土地    17百万円

計    31百万円

   

同上に対する債務の額     

短期借入金 100百万円

計    100百万円

   

※３ 消費税等は、仮払消費税等と仮受消費

税等を相殺して流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

※３     同    左 ※３     ―――――― 

４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行２行と当座貸越契約を締結

しております。これらの契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行２行と当座貸越契約を締結

しております。これらの契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行２行と当座貸越契約を締結

しております。これらの契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

当座貸越極度額    600百万円

借入実行残高 －百万円

差引額    600百万円

当座貸越極度額       600百万円

借入実行残高  －百万円

差引額       600百万円

当座貸越極度額 600百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 600百万円

第44期中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第45期中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第44期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 

有形固定資産    805百万円

無形固定資産   62百万円

長期前払費用 

（投資その他の資産

その他） 

  49百万円

有形固定資産       920百万円

無形固定資産     58百万円

長期前払費用 

（投資その他の資産

その他） 

    35百万円

有形固定資産     1,745百万円

無形固定資産      117百万円

長期前払費用 

（投資その他の資産

その他） 

      95百万円

※２ 営業外収益の主要項目 ※２ 営業外収益の主要項目 ※２ 営業外収益の主要項目 

受取利息   31百万円

新店コーナー協力金   95百万円

受取利息     48百万円

新店コーナー協力金     86百万円

受取利息     70百万円

新店コーナー協力金       167百万円

※３ 営業外費用の主要項目 ※３ 営業外費用の主要項目 ※３ 営業外費用の主要項目 

商品廃棄損   26百万円 商品廃棄損     41百万円 商品廃棄損     64百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

第44期中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,002千株は、株式分割及び単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

第45期中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加136千株は、㈱アクトの吸収合併に反対する株主の株式買取り請求（136千

株）及び単元未満株式の買取り（0千株）による増加であります。 

  

第44期事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,002千株は、株式分割（2,002千株）及び単元未満株式の買取り（0千株）に

よる増加であります。 

  

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 2,002 2,002 － 4,005 

合計 2,002 2,002 － 4,005 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 4,005 136 － 4,141 

合計 4,005 136 － 4,141 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式（注） 2,002 2,002 － 4,005 

合計 2,002 2,002 － 4,005 



（リース取引関係） 

第44期中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第45期中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第44期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

器具備
品 
（有形
固定資
産その
他） 

576 310 266 

ソフト
ウェア 
（無形
固定資
産その
他） 

34 26 8 

合計 611 336 274 

  
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

器具備
品 
（有形
固定資
産その
他） 

1,185 427 757

ソフト
ウェア 
（無形
固定資
産） 
  

47 8 38

合計 1,233 436 796

取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

器具備
品 
（有形
固定資
産その
他） 

609 319 290

ソフト
ウェア
（無形
固定資
産） 
  

47 3 43

合計 657 323 334

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内    106百万円

１年超    180百万円

合計    287百万円

１年内       176百万円

１年超       639百万円

合計       815百万円

１年内       127百万円

１年超       222百万円

合計      349百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料   59百万円

減価償却費相当額   57百万円

支払利息相当額  2百万円

支払リース料     98百万円

減価償却費相当額     92百万円

支払利息相当額   7百万円

支払リース料       118百万円

減価償却費相当額       115百万円

支払利息相当額   5百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同    左 

(5）利息相当額の算定方法 

同    左 

２．オペレーティング・リース取引 

(1）借主側 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

(1）借主側 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

(1）借主側 

未経過リース料 

１年内    313百万円 

１年超      1,758百万円 

合 計     2,072百万円 

１年内       338百万円 

１年超       774百万円 

合 計      1,112百万円 

１年内       599百万円 

１年超      3,780百万円 

合 計        4,380百万円 

(2）貸主側 

未経過リース料 

(2）       ――――――― 

  

(2）貸主側 

未経過リース料 

１年内   27百万円 

１年超   60百万円 

合 計    88百万円 

  １年内     25百万円 

１年超     47百万円 

合 計       73百万円 

（注）上記は、すべて転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料であります。

なお、当該転貸リース取引は、おおむ

ね同一の条件で第三者にリースしてお

りますので、ほぼ同額の残高が上記の

借主側の未経過リース料に含まれてお

ります。 

  （注）上記は、すべて転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料であります。

なお、当該転貸リース取引は、おおむ

ね同一の条件で第三者にリースしてお

りますので、ほぼ同額の残高が上記の

借主側の未経過リース料に含まれてお

ります。 



（有価証券関係） 

 第44期中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 第45期中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 第44期事業年度末（平成19年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（企業結合等関係） 

 第44期中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

 第45期中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

中間連結財務諸表 注記事項の（企業結合等関係）に記載のとおりであります。 

 第44期事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  



（重要な後発事象） 

第44期中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

第45期中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

第44期事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── ────── 合併の予定（吸収合併） 

  当社は、平成19年３月30日付けで

株式会社アクト（以下「同社」とい

う。）の全株式を148百万円で取得

し、完全子会社といたしました。 

なお、平成19年５月15日開催の取締

役会において、当社が存続会社とな

って、同社を吸収合併することを決

議いたしました。 

同社は、神奈川県横浜市内におい

て、ホームセンター事業をおこなっ

ておりましたが、ドラッグストア事

業への業態変換をおこなう予定であ

ります。 

 (1)同社の概要 

①事業の内容 

ホームセンター事業ほか 

②直近の財務状況 

貸借対照表の要旨（平成19年３月

31日現在） 

 （単位：百万円）

 (2)合併の概要 

当社を存続会社とする吸収合併

で、同社は解散します。 

①増加資本の額及び新株式の発行割合 

当社は、同社の全株式を所有して

いるため、合併による新株の発行

及び資本金の増加は行わないもの

とします。 

②合併期日（予定） 

合併期日は平成19年７月１日を予

定しております。 

ただし、手続き進行上の必要性そ

の他の事由があるときは、両社協

議のうえで日程を変更することが

あります。  

科目 金額 

 資産 670 

 負債 499 

 純資産 170 



(2）【その他】 

平成19年11月15日開催の取締役会において、第45期の中間配当を次のとおり行うことを決議いたしました。 

中間配当金総額        756百万円 

１株当たりの額        12円00銭 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第44期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月１４日

株式会社 サンドラッグ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 古谷 伸太郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚 正貴   印 

  新橋監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 岳    印 

  業務執行社員   公認会計士 佐々木 裕美子 印 

 私ども監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社サンドラッグの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成 

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私ども監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 私ども監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私ども監査法人

に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要

に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私ども監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社サンドラッグ及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私ども監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月１４日

株式会社 サンドラッグ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 古谷 伸太郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚 正貴   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社サンドラッグの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社サンドラッグ及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、従来は顧客がポイント

を使用した時点で費用計上していたが、当中間連結会計期間より当中間連結会計期間末の残高のうち将来使用されると見

込まれる金額をポイント費用引当金として計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月１４日

株式会社 サンドラッグ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 古谷 伸太郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚 正貴   印 

  新橋監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 岳    印 

  業務執行社員   公認会計士 佐々木 裕美子 印 

 私ども監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社サンドラッグの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４４期事業年度の中間会計期間（平成 

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私ども監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私ども監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私ども監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。私ども監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 私ども監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社サンドラッグの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私ども監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月１４日

株式会社 サンドラッグ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 古谷 伸太郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚 正貴   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社サンドラッグの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第４５期事業年度の中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社サンドラッグの平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、従来は顧客がポイントを使

用した時点で費用計上していたが、当中間会計期間より当中間会計期間末の残高のうち将来使用されると見込まれる金額

をポイント費用引当金として計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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